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(各 論) 
□ 個人消費・・・・・おおむね横ばいとなっている。 

大型小売店販売額は、前年を下回っている。 

ショッピングセンター販売額は、このところほぼ前年並みとなっている。 

コンビニエンスストア販売額は、堅調に推移している。 

乗用車の新車登録届出台数は、総じて前年を上回っている。 

都区部の家計消費支出は、前年を下回っている。 
  

□ 住宅建設・・・・・持ち直しの動きがみられるものの、前年を下回っている。 

新設住宅着工戸数は、持家、分譲住宅ともに足元で前年を上回っているものの、貸家は前年を下回っており、

全体では持ち直しの動きがみられるものの、前年を下回っている。 
  

□ 設備投資・・・・・２０年度は増加見通しとなっている。 

法人企業景気予測調査（20 年 4～6月期調査）で 20 年度の設備投資計画をみると、製造業では前年比

16.6%の増加見通し、非製造業では同▲6.0%の減少見通し、全産業では同 3.1%の増加見通しとなってい

る。 
 
 

□ 生産活動・・・・・（製造業）おおむね横ばいとなっている。 

（非製造業）情報サービス業は、堅調に推移している。広告業は、やや弱

い動きとなっている。 

電気機械、輸送機械は増加しており、電子部品・デバイス工業はおおむね横ばいとなっており、一般機械、

化学は減少傾向がみられ、情報通信機械は弱い動きがみられる。 

情報サービス業は、主力のソフトウェア開発等をはじめとして堅調に推移している。 

広告業は、インターネット広告が好調に推移しているものの、TV・新聞等が弱い動きとなっている。 

 

 

 

 

(今回のポイント) 

個人消費は、おおむね横ばいとなっており、住宅建設は持ち直しの動きがみられるものの、前年を

下回っている。また、20年度の設備投資は増加見通しとなっている。 

製造業の生産はおおむね横ばいとなっている。また、20 年度の企業収益は減益見通しとなってい

る。 

企業の景況感は、全規模・全産業でみると、2期連続の「下降」超となっている。 

労働力需給は、引き締まり傾向が弱くなってきている。 

 
今回(２０年 7 月) 

回復が足踏みするなかで、 

弱い動きがみられる。 

前回（２０年 4月） 

緩やかな回復が続いているなか、 

一部に弱い動きがみられる。 

（凡例） 

晴れ  晴れ一部くもり  くもり一部晴れ  くもり  本ぐもり  小雨  雨 



～ヒアリング結果～ 

 

□ 企業収益・・・・・２０年度は減益見通しとなっている。 

法人企業景気予測調査（20 年 4～6 月期調査）で 20 年度の経常損益（除く金融・保険、電気・ｶﾞｽ・

水道）をみると、製造業では前年比▲12.0%の減益見通し、非製造業では同▲1.8%の減益見通し、全産

業では前年比▲7.1％の減益見通しとなっている。 
  
□ 企業の景況感・・・・・全規模・全産業でみると、2 期連続の「下降」超となっている。 

法人企業景気予測調査（20 年 4～6 月期調査）の景況判断ＢＳＩは、現状判断で、全規模・全産業で▲17.2%

ﾎﾟｲﾝﾄと、2 期連続の「下降」超となっている。規模別にみると、前回調査に比べ、大企業、中堅企業、中小企業

いずれも「下降」超幅が拡大している。先行きについて全規模・全産業でみると、20 年 10～12 月期に「上昇」超

に転じる見通しとなっている。 
 
 

□ 雇用情勢・・・・・労働力需給は引き締まり傾向が弱くなってきている。 

完全失業率は一進一退で推移しており、有効求人倍率は全国に比べ高水準で推移しているものの、こ

のところ弱含んでいる。 

 
 
 

（個人消費） ・【百貨店】 

 ブランド商品、レディースファッション等に続いて、比較的好調だった食料品 

 も今年に入ってから、売上高の前年割れがみられる。 

・【自動車販売】 

4 月は暫定税率期限切れ（自動車取得税は 5％→3％）による駆け込み需要で 

前年より増加したが、5月はその反動で減少した。 

 

（住宅建設） ・【不動産】 

原油・資材価格高騰により市況が急速に冷え込むとともに、分譲用地や工事 

費用が上昇しても、価格転嫁が進まずに郊外分譲を中心に厳しい状況。 

 
（生産） 
（製造業）  ・【一般機械】 

        中国向けは引き続き需要が高いものの、国内事業は公共事業抑制の影響を受け 

ている。 

 

（非製造業） ・【情報サービス業】 

情報サービス業においては主力の金融・保険業界向けシステム開発が好調で 

ある。 

・【広告業】 

原材料価格の高騰により企業収益が圧迫されており広告費用が抑制されてい 

る。 

 

 

（雇用情勢） ・【百貨店】 

        正規職員の採用は今後も大きく変動する計画は無いが、定年退職者の増加に 

        対し、有期契約社員の正規職員登用を積極的に実施している。 
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※ 掲載した経済指標等については、速報値（ｐ）を含む。 



１．個人消費

【グラフ１】        　  【グラフ２】

【グラフ１】

　　　【内閣府】 ※農林漁家世帯を含む。 【総務省】
【グラフ３】        　  【グラフ４】

【経済産業省】 【日本百貨店協会】
【グラフ５】        　  【グラフ６】

【経済産業省】 【日本ショッピングセンター協会】
【グラフ７】       　   【グラフ８】

　　　　【経済産業省、関東経済産業局】 【日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会】
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 おおむね横ばいとなっている。

東京地区百貨店 売上高
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４．公共事業

【グラフ１１】

【保証事業会社】

【グラフ１２】

【保証事業会社】
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　総じて前年並みとなっている。



５．生産活動

【グラフ１３】

【経済産業省、東京都】

【グラフ１４】

【東京都】
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2.8

4.5

109.3

97.4

75

80

85

90

95

100

105

110

115

19/Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 20/Ⅰ 19年3月 5月 7月 9月 11月 20年1月 3月 5月(東京p)

（指数　全国H17＝100
　　　　　東京Ｈ12=100）

▲ 10

▲ 5

0

5

10

15

20

全国前期（月）比 東京前期（月）比

全国指数 東京指数 (％）

業種別生産指数（季節調整値：東京）

一 般 機 械 141.0

電 気 機 械    159.0

情報通信機械 104.0

電子・デバイス107.4

  輸 送 機 械   139.7

化       　学    66.8

50

70

90

110

130

150

170

190

19年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 20年1月 2月 3月 4月 5月ｐ

（指数　Ｈ12=100）
一般機械 電気機械

情報通信機械 電子・デバイス

輸送機械 化学

　おおむね横ばいとなっている。



６．企業収益

【グラフ１５】

※除く金融・保険、電気・ガス・水道。 【法人企業景気予測調査20年4～6月期調査】

７．企業の景況感

【グラフ１６】

【法人企業景気予測調査20年4～6月期調査】
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東京都内所在企業の景況判断ＢＳＩ
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   20年度は減益見通しとなっている。

　現状判断は2期連続の「下降」超となっている。

現　状



８．雇用情勢

【グラフ１７】

（注）有効求人倍率は季節調整値、パートを含む 【厚生労働省、東京都】

【グラフ１８】

（注）完全失業率は原数値 【総務省、東京都】
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労働力需給は引き締まり傾向が弱くなってきている。



９．企業倒産

【グラフ１９】

【東京商工リサーチ】
【グラフ２０】

【東京商工リサーチ】

１０．消費者物価
【グラフ２１】

【総務省】

7

消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）の推移
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東京都内における倒産件数の推移
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件数、負債額ともに増加している。

 上昇している。

東京都内における負債額の推移

864

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

18年8月 10月 12月 19年2月 4月 6月 8月 10月 12月 20年2月 4月 6月

（億円）

▲ 100

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

負債総額 対前年比
   （％）

93.8

30.2

 1.6

1.9




